
 

 

 
第第66節節  経経営営意意欲欲ののああるる農農業業者者にによよるる創創意意⼯⼯夫夫をを⽣⽣かかししたた農農業業経経営営

のの展展開開  
 
 
農業の持続的な発展のためには、経営意欲のある農業者が創意⼯夫を⽣かした経営を展

開していくことが重要です。また、農業法⼈の経営基盤の強化を図るため、その経営に従
事する者の経営管理能⼒の向上、雇⽤の確保に資する労働環境の整備、⾃⼰資本の充実を
促進していくことも必要です。 

本節では、認定農業者制度、農業経営の法⼈化の進展、経営基盤の強化、労働⼒の確保
等の取組について紹介します。 

 
((11))  認認定定農農業業者者制制度度をを通通じじたた経経営営発発展展のの後後押押しし  
((農農業業経経営営体体にに占占めめるる認認定定農農業業者者のの割割合合はは2244..55%%にに上上昇昇))  

認定農業者制度は、農業者が経営の改善を進めるために作成した農業経営改善計画を市
町村等が認定する制度です。同計画の認定数(認定農業者数)については、令和5(2023)年度
は前年度に⽐べ1.4%減少し21万7千経営
体となった⼀⽅、農業経営体の減少に伴
い、農業経営体に占める認定農業者の割
合については、令和5(2023)年度は前年
度から0.9ポイント上昇し24.5%となっ
ています(図図表表22--66--11)。このうち法⼈経営
体の認定数については⼀貫して増加して
おり、令和5(2023)年度は前年度に⽐べ
1.4%増加し2万9千経営体となり、法⼈経
営体に占める認定農業者の割合は87.2%
となっています。 

農林⽔産省では、認定農業者が同計画
を達成できるよう農地の集積・集約化や
経営所得安定対策等の⽀援措置を講じて
います。 

 
 
 

((22))  農農業業経経営営のの法法⼈⼈化化のの進進展展とと経経営営基基盤盤のの強強化化  
((農農業業法法⼈⼈のの⼤⼤規規模模化化がが進進展展))  

農業経営の法⼈化には、経営管理の⾼度化や安定的な雇⽤、円滑な経営継承、雇⽤によ
る就農機会の拡⼤等の利点があります。令和6(2024)年の法⼈経営体数は前年から1.2%増
加し3万3,400経営体となりました(図図表表22--66--22)。農業⽣産に占める法⼈経営体等の団体経営
体のシェアは年々拡⼤しており、令和2(2020)年は農産物販売⾦額の37.9%、経営耕地⾯積
の23.4%を占めています。 

図表2-6-1 認定農業者数 

資料：農林⽔産省「認定農業者の認定状況」、「農林業センサス」、「農
業構造動態調査」を基に作成 

注：1) 認定農業者数は各年度末時点の数値 
2) 特定農業法⼈で認定農業者とみなされている法⼈を含む。
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((ココララムム))  各各地地でで重重点点⽀⽀援援地地⽅⽅交交付付⾦⾦をを活活⽤⽤ししたた⽀⽀援援がが展展開開  
内閣府では、令和6(2024)年度補正予算においても重点⽀援地⽅交付⾦を追加で措置しており、地

⽅公共団体においては、農業に特化した物価⾼騰対策として、飼料や肥料、燃料等の農業⽣産資材価
格の⾼騰対策や⼟地改良区の農業⽔利施設の電気料⾦⾼騰対策を始めとした事業が引き続き展開さ
れています。例えば⿃取県北栄町

ほくえいちょう
では、電気代⾼騰等に直⾯している⼟地改良区の⽀援のため、農

業⽔利施設の電気代の値上がり分を補塡しています。 
また、地⽅公共団体の創意⼯夫により、各地で事業の幅が広がっていることがうかがわれる事例も

⾒られます。具体的には、スマート農業技術や省エネルギー施設等の導⼊を促進することで農業者を
⽀援する取組も⾒られます。⻘森県むつ市

し
や福岡県⼤牟⽥市

お お む た し
、久留⽶市

く る め し
では、物価⾼騰の影響を受け 

る農業者の経営状況の改善や安定化を図るため、ICT技術やロボット技
術を搭載した農業⽤機械・設備の導⼊を⽀援しています。 

このほか、島根県では、肥料費や飼料費を始めとする直接的経費等の
農業経営の維持に必要な運転資⾦に係る借⼊れを⾏う農業者を⽀援し
ています。 

農業⽣産資材価格の⾼騰により、事業者は厳しい経営環境にあります
が、地⽅公共団体においては重点⽀援交付⾦を効果的に活⽤し、事業者
の声を吸い上げ、地域の実情に応じてきめ細かな⽀援を⾏っています。 

図表2-5-4 農業分野の重点⽀援地⽅交付⾦実施計画の事業別割合 

資料：内閣府公表資料を基に農林⽔産省作成 
注：1) 地⽅公共団体から提出され、内閣府が取りまとめ公表している実施計画から、推奨事業メニュー「農林⽔産業における物価⾼騰対策⽀

援」に当てはまる事業のうち、農業分野に特化した⽀援として令和5(2023)年度は714事業、令和6(2024)年度は286事業を抽出し、農林
⽔産省にて独⾃に分類・集計した数値。なお、令和6(2024)年度は、令和7(2025)年1⽉15⽇までに内閣府が交付決定した事業を分類・
集計したもの 

2) 「設備導⼊や規模拡⼤等に資する⽀援」は、スマート農業機械や省エネルギー化に資する設備等を除く。 

52.4%
21.7%

8.4%

9.1%
4.5%

3.8%

農業⽣産資材費⾼騰分の直接⽀援

設備導⼊や規模拡⼤等に資する⽀援

⼟地改良区、共同利⽤施設等への電気代・燃
料代⽀援

スマート農業技術等の省⼒化に資する機械や
省エネルギー化に資する設備等の導⼊⽀援

収⼊保険料や融資信⽤保証料の⽀援

消費拡⼤等に資する消費者への⽀援

68.1%
14.1%

8.4%
4.9%

3.1% 1.4%
令令和和55((22002233))年年度度 令令和和66((22002244))年年度度

重重点点⽀⽀援援地地⽅⽅交交付付⾦⾦をを活活⽤⽤ししたた
事事業業でで導導⼊⼊さされれたた環環境境制制御御装装置置

((丸丸印印))  
資料：福岡県久留⽶市 

経営意欲のある農業者による創意工夫を生かした 
農業経営の展開第6節

161

第
2
章

農村白書2025_1-2.indd   161農村白書2025_1-2.indd   161 2025/05/14   16:41:312025/05/14   16:41:31



 

 

でマイナスの状況です。くわえて、中⻑期的な財務の安全性を⽰す指標の⼀つである⾃⼰
資本⽐率はおおむね30%を下回っている⼀⽅、借⼊⾦依存度は50%を上回る⽔準となって
います。 

経営規模や産業特性の異なる、他産業の中規模企業と⼀概に⽐較することはできません
が、農業法⼈については、総じて、債務超過となるリスクが⾼く、財務基盤が脆 弱

ぜいじゃく
であ

るといった実態にあることがうかがわれます。このため、農業経営の改善を進めるなどの
取組を通じて、経営基盤の改善・強化を図っていくことが求められています。 

 

 
 
 
 

図表2-6-4 農業法⼈の財務基盤に関する指標 

資料：株式会社⽇本政策⾦融公庫「農業経営動向分析結果」、財務省「法⼈企業統計調査」を基に農林⽔産省作成 
注：1) 耕種部⾨、畜産部⾨の数値は、株式会社⽇本政策⾦融公庫の融資先農業法⼈の決算データに基づく令和元(2019)〜5(2023)年の公表値

を単純平均したもの。各年で法⼈数が異なることに留意を要する。 
2) 他産業(中規模企業)の数値は、無作為抽出による標本調査によって算出した⺟集団法⼈の令和元(2019)〜5(2023)年度における資本

⾦1千万円以上1億円未満の企業の推計値を単純平均したもの 
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都府県における経営耕地⾯積規模別の
経営体数については、平成12(2000)年以降、
5ha未満の経営体数は減少する⼀⽅、10ha
以上の経営体数は⼀貫して増加しています
(図図表表22--66--33)。特に⼤規模層ほど法⼈経営体
が占める割合が増加しており、30ha以上の
経営体では平成27(2015)年に50.0%であっ
た法⼈経営体の割合は令和2(2020)年には
60.0%に拡⼤しています。離農した経営体
の農地の受け⽫となることにより、農業法
⼈の⼤規模化が進展している様⼦がうかが
われます。 

農林⽔産省では、農業経営の法⼈化や改
善を進めるため、都道府県が整備している
農業経営・就農⽀援センターによる経営相
談や専⾨家を活⽤した助⾔等を通じた⽀援
を⾏っています。 

 

 
 

((農農業業法法⼈⼈のの財財務務基基盤盤はは他他産産業業とと⽐⽐べべてて脆脆弱弱なな状状況況))  
農業法⼈の経営状況については、売上⾼の減少に対する耐性を⽰す指標である損益分岐

点⽐率が過半の部⾨で90%を超えており、概して売上⾼の減少に対する耐性が低くなって
います(図図表表22--66--44)。また、本業の収益性を⽰す売上⾼営業利益率は、ほとんどの営農類型

図表2-6-3 経営耕地⾯積規模別の経営体数(都府県) 

資料：農林⽔産省「農林業センサス」を基に作成 
注：1) 各年2⽉1⽇時点の数値。ただし、平成12(2000)、17(2005)年の沖縄県については前年12⽉1⽇時点の数値 

2) 平成12(2000)年は販売農家、平成17(2005)年以降は農業経営体の数値 
3) 平成12(2000)年における15.0ha以上の販売農家数については、10.0〜20.0haの販売農家数として表記している。 
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資料：農林⽔産省「農林業センサス」、「農業構造動態調査」 
注：1) 各年2⽉1⽇時点の数値 

2) 令和3(2021)〜6(2024)年については、農業構造動態調査の結果
であり、標本調査により把握した推定値 
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図表2-6-4 農業法⼈の財務基盤に関する指標 

資料：株式会社⽇本政策⾦融公庫「農業経営動向分析結果」、財務省「法⼈企業統計調査」を基に農林⽔産省作成 
注：1) 耕種部⾨、畜産部⾨の数値は、株式会社⽇本政策⾦融公庫の融資先農業法⼈の決算データに基づく令和元(2019)〜5(2023)年の公表値
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都府県における経営耕地⾯積規模別の
経営体数については、平成12(2000)年以降、
5ha未満の経営体数は減少する⼀⽅、10ha
以上の経営体数は⼀貫して増加しています
(図図表表22--66--33)。特に⼤規模層ほど法⼈経営体
が占める割合が増加しており、30ha以上の
経営体では平成27(2015)年に50.0%であっ
た法⼈経営体の割合は令和2(2020)年には
60.0%に拡⼤しています。離農した経営体
の農地の受け⽫となることにより、農業法
⼈の⼤規模化が進展している様⼦がうかが
われます。 

農林⽔産省では、農業経営の法⼈化や改
善を進めるため、都道府県が整備している
農業経営・就農⽀援センターによる経営相
談や専⾨家を活⽤した助⾔等を通じた⽀援
を⾏っています。 

 

 
 

((農農業業法法⼈⼈のの財財務務基基盤盤はは他他産産業業とと⽐⽐べべてて脆脆弱弱なな状状況況))  
農業法⼈の経営状況については、売上⾼の減少に対する耐性を⽰す指標である損益分岐

点⽐率が過半の部⾨で90%を超えており、概して売上⾼の減少に対する耐性が低くなって
います(図図表表22--66--44)。また、本業の収益性を⽰す売上⾼営業利益率は、ほとんどの営農類型

図表2-6-3 経営耕地⾯積規模別の経営体数(都府県) 

資料：農林⽔産省「農林業センサス」を基に作成 
注：1) 各年2⽉1⽇時点の数値。ただし、平成12(2000)、17(2005)年の沖縄県については前年12⽉1⽇時点の数値 

2) 平成12(2000)年は販売農家、平成17(2005)年以降は農業経営体の数値 
3) 平成12(2000)年における15.0ha以上の販売農家数については、10.0〜20.0haの販売農家数として表記している。 
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図表2-6-2 法⼈経営体数 

資料：農林⽔産省「農林業センサス」、「農業構造動態調査」 
注：1) 各年2⽉1⽇時点の数値 

2) 令和3(2021)〜6(2024)年については、農業構造動態調査の結果
であり、標本調査により把握した推定値 
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((農農業業経経営営ににおおけけるる労労働働環環境境をを改改善善すするる必必要要ががああるるとと回回答答ししたた経経営営体体のの割割合合はは約約66割割))  
農業では、天候や季節等の⾃然的条件に

強く影響されること等を理由に、労働基準
法の労働時間等に関する⼀部規定の適⽤除
外や保険加⼊に関する特例が認められてい
ます。 

令和6(2024)年1〜2⽉に実施した調査に
よると、農業経営における労働環境を改善
する必要性について、「改善する必要があ
る」と回答した経営体は約6割となってい
ます(図図表表22--66--77)。また、「改善する必要が
ある」と回答した経営体のうち、農業経営
における労働環境で改善が必要だと思う点
については、「賃⾦の上昇」、「農業機械等の
導⼊による作業負荷軽減」、「労働時間の短
縮」等が挙げられており、他産業との⼈材
獲得競争の中で、雇⽤労働⼒を確保してい
くためには、農業の労働環境改善を図るこ
とが重要になっています。 

図表2-6-5 農業における就業者のうち雇⽤者数 図表2-6-6 農林漁業の有効求⼈倍率 

資料：厚⽣労働省「⼀般職業紹介状況」を基に農林⽔産省作成 
注：有効求⼈倍率は、パートタイムを含む常⽤の数値 
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図表2-6-7 農業経営における労働環境を改善
する必要性 

資料：農林⽔産省「農業労働環境の改善に関する意識・意向調査結
果」(令和6(2024)年6⽉公表) 

注：1) 令和6(2024)年1〜2⽉に実施した調査で、有効回答数は
2,110経営体 

2) 「今後、農業経営における労働環境を改善する必要がある
と思いますか」の質問に対する回答結果 

 

60.8%

36.4%

2.8%
無回答

改善する必要はない

改善する必要がある

資料：総務省「労働⼒調査」を基に農林⽔産省作成 
注：1) 平成27(2015)年以前は、役員と⼀般常雇(1年を超える⼜は

雇⽤期間を定めない契約で雇われている者で「役員」以外
の者)を「常雇」、1か⽉以上1年以下の期間を定めて雇われ
ている者を「臨時雇」、1か⽉未満の契約で雇われている者
を「⽇雇」としている。 

2) 令和2(2020)年以降は、雇⽤契約期間に基づき、定めがな
い者、1年超の者及び従業上の地位が役員の者を「常雇」、
1年以下の者を「臨時雇・⽇雇」、期間が分からない者及び
定めがあるか分からない者を「その他」としている。 

 

 

((農農業業者者のの経経営営管管理理能能⼒⼒のの向向上上にに向向けけたた取取組組がが重重要要))  
効率的かつ安定的な農業経営が農業⽣産の相当部分を担う農業構造を確⽴するためには、

営農の類型及び地域の特性に応じ、農業⽣産基盤整備の推進、農業経営の規模拡⼤その他
農業経営基盤の強化を図ることが重要です。そのためには、農業法⼈等が離農農地の受け
⽫となり規模拡⼤や事業の多⾓化等を進めていくために必要な経営管理能⼒の向上に向け
た取組等が重要となっています。 

農林⽔産省では、農業者の経営管理能⼒及び農業者を⽀援する者の⽀援能⼒の向上に向
けて、関係機関等が有機的に連携できるよう、農業者の⽀援を⾏っている各⺠間セクター
を会員とした「農業経営⼈材の育成に向けた官⺠協議会」を令和6(2024)年6⽉に設置しま
した。同協議会では、経営戦略や財務・労務管理等を学ぶ研修プログラムの策定、農業経
営の財務分析システムの開発等に取り組んでいます。 

また、雇⽤確保や事業拡⼤、環境負荷低減や⽣産性向上のための新技術の導⼊等の様々
な経営課題に対応できる⼈材の育成・確保を図るため、農業者のリ・スキリング1等を推進
しており、各都道府県においても、営農しながら体系的に経営を学ぶ場として農業経営塾
を開講する取組等により、農業者に対する研修機会の提供に取り組んでいます。 

さらに、農地を適正かつ効率的に利⽤する者による農地の利⽤促進等を⽬的として、令
和6(2024)年6⽉に改正農業経営基盤強化促進法2が公布されました。農地所有適格法⼈の中
には取引企業との連携による経営発展のニーズがあることに対応し、農地所有適格法⼈が、
出資により⾷品事業者等との連携を通じて農業経営を発展させるための農業経営発展計画
について、農林⽔産⼤⾂の認定を受けた場合は、議決権要件の特例を措置することとして
います。これにより農業経営基盤の強化の促進が⾒込まれます。 

  
((33))  労労働働環環境境のの整整備備とと労労働働⼒⼒のの確確保保  
((雇雇⽤⽤労労働働⼒⼒のの確確保保等等のの課課題題にに対対応応すするる必必要要))  

農業における就業者数のうち雇⽤者数については、平成12(2000)年の30万⼈から令和
6(2024)年は55万⼈にまで増加しています(図図表表22--66--55)。 

⼀⽅、国内の⽣産年齢⼈⼝が今後⼤幅に減少していくことが避けられない状況において、
各産業で⼈材獲得競争が激化することが⾒込まれます。 

農林漁業の有効求⼈倍率については、平成26(2014)年以降は1.0倍を超過するなど、⼈⼿
不⾜の状況が継続しています(図図表表22--66--66)。 

農業就業⼈⼝の減少が進む中で、⼈材を雇⽤する経営体が⼈と農地の受け⽫となる事例
が増加しており、今後、このような経営体が必要な雇⽤労働⼒を確保できなければ、地域
農業を⽀えていくことが難しい状況にあります。今後、農業分野で雇⽤労働⼒の継続的な
確保が課題となる中、⾷料安全保障の観点からも、雇⽤労働⼒の確保に関する施策を講じ
ていくことが重要となっています。 

農林⽔産省では、農業における労働⼒不⾜を解消するため、国内外からの⼈材の受⼊体
制整備、呼び込み・確保、育成までの総合的な⽀援等に取り組んでいます。 
 

 
1 職業能⼒の再開発・再教育のこと 
2 正式名称は「⾷料の安定供給のための農地の確保及びその有効な利⽤を図るための農業振興地域の整備に関する法律等の⼀部を改

正する法律」 
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((農農業業経経営営ににおおけけるる労労働働環環境境をを改改善善すするる必必要要ががああるるとと回回答答ししたた経経営営体体のの割割合合はは約約66割割))  
農業では、天候や季節等の⾃然的条件に

強く影響されること等を理由に、労働基準
法の労働時間等に関する⼀部規定の適⽤除
外や保険加⼊に関する特例が認められてい
ます。 

令和6(2024)年1〜2⽉に実施した調査に
よると、農業経営における労働環境を改善
する必要性について、「改善する必要があ
る」と回答した経営体は約6割となってい
ます(図図表表22--66--77)。また、「改善する必要が
ある」と回答した経営体のうち、農業経営
における労働環境で改善が必要だと思う点
については、「賃⾦の上昇」、「農業機械等の
導⼊による作業負荷軽減」、「労働時間の短
縮」等が挙げられており、他産業との⼈材
獲得競争の中で、雇⽤労働⼒を確保してい
くためには、農業の労働環境改善を図るこ
とが重要になっています。 

図表2-6-5 農業における就業者のうち雇⽤者数 図表2-6-6 農林漁業の有効求⼈倍率 

資料：厚⽣労働省「⼀般職業紹介状況」を基に農林⽔産省作成 
注：有効求⼈倍率は、パートタイムを含む常⽤の数値 
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図表2-6-7 農業経営における労働環境を改善
する必要性 

資料：農林⽔産省「農業労働環境の改善に関する意識・意向調査結
果」(令和6(2024)年6⽉公表) 

注：1) 令和6(2024)年1〜2⽉に実施した調査で、有効回答数は
2,110経営体 

2) 「今後、農業経営における労働環境を改善する必要がある
と思いますか」の質問に対する回答結果 

 

60.8%

36.4%

2.8%
無回答

改善する必要はない

改善する必要がある

資料：総務省「労働⼒調査」を基に農林⽔産省作成 
注：1) 平成27(2015)年以前は、役員と⼀般常雇(1年を超える⼜は

雇⽤期間を定めない契約で雇われている者で「役員」以外
の者)を「常雇」、1か⽉以上1年以下の期間を定めて雇われ
ている者を「臨時雇」、1か⽉未満の契約で雇われている者
を「⽇雇」としている。 

2) 令和2(2020)年以降は、雇⽤契約期間に基づき、定めがな
い者、1年超の者及び従業上の地位が役員の者を「常雇」、
1年以下の者を「臨時雇・⽇雇」、期間が分からない者及び
定めがあるか分からない者を「その他」としている。 

 

 

((農農業業者者のの経経営営管管理理能能⼒⼒のの向向上上にに向向けけたた取取組組がが重重要要))  
効率的かつ安定的な農業経営が農業⽣産の相当部分を担う農業構造を確⽴するためには、

営農の類型及び地域の特性に応じ、農業⽣産基盤整備の推進、農業経営の規模拡⼤その他
農業経営基盤の強化を図ることが重要です。そのためには、農業法⼈等が離農農地の受け
⽫となり規模拡⼤や事業の多⾓化等を進めていくために必要な経営管理能⼒の向上に向け
た取組等が重要となっています。 

農林⽔産省では、農業者の経営管理能⼒及び農業者を⽀援する者の⽀援能⼒の向上に向
けて、関係機関等が有機的に連携できるよう、農業者の⽀援を⾏っている各⺠間セクター
を会員とした「農業経営⼈材の育成に向けた官⺠協議会」を令和6(2024)年6⽉に設置しま
した。同協議会では、経営戦略や財務・労務管理等を学ぶ研修プログラムの策定、農業経
営の財務分析システムの開発等に取り組んでいます。 

また、雇⽤確保や事業拡⼤、環境負荷低減や⽣産性向上のための新技術の導⼊等の様々
な経営課題に対応できる⼈材の育成・確保を図るため、農業者のリ・スキリング1等を推進
しており、各都道府県においても、営農しながら体系的に経営を学ぶ場として農業経営塾
を開講する取組等により、農業者に対する研修機会の提供に取り組んでいます。 

さらに、農地を適正かつ効率的に利⽤する者による農地の利⽤促進等を⽬的として、令
和6(2024)年6⽉に改正農業経営基盤強化促進法2が公布されました。農地所有適格法⼈の中
には取引企業との連携による経営発展のニーズがあることに対応し、農地所有適格法⼈が、
出資により⾷品事業者等との連携を通じて農業経営を発展させるための農業経営発展計画
について、農林⽔産⼤⾂の認定を受けた場合は、議決権要件の特例を措置することとして
います。これにより農業経営基盤の強化の促進が⾒込まれます。 

  
((33))  労労働働環環境境のの整整備備とと労労働働⼒⼒のの確確保保  
((雇雇⽤⽤労労働働⼒⼒のの確確保保等等のの課課題題にに対対応応すするる必必要要))  

農業における就業者数のうち雇⽤者数については、平成12(2000)年の30万⼈から令和
6(2024)年は55万⼈にまで増加しています(図図表表22--66--55)。 

⼀⽅、国内の⽣産年齢⼈⼝が今後⼤幅に減少していくことが避けられない状況において、
各産業で⼈材獲得競争が激化することが⾒込まれます。 

農林漁業の有効求⼈倍率については、平成26(2014)年以降は1.0倍を超過するなど、⼈⼿
不⾜の状況が継続しています(図図表表22--66--66)。 

農業就業⼈⼝の減少が進む中で、⼈材を雇⽤する経営体が⼈と農地の受け⽫となる事例
が増加しており、今後、このような経営体が必要な雇⽤労働⼒を確保できなければ、地域
農業を⽀えていくことが難しい状況にあります。今後、農業分野で雇⽤労働⼒の継続的な
確保が課題となる中、⾷料安全保障の観点からも、雇⽤労働⼒の確保に関する施策を講じ
ていくことが重要となっています。 

農林⽔産省では、農業における労働⼒不⾜を解消するため、国内外からの⼈材の受⼊体
制整備、呼び込み・確保、育成までの総合的な⽀援等に取り組んでいます。 
 

 
1 職業能⼒の再開発・再教育のこと 
2 正式名称は「⾷料の安定供給のための農地の確保及びその有効な利⽤を図るための農業振興地域の整備に関する法律等の⼀部を改

正する法律」 
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((44))  外外国国⼈⼈材材のの労労働働⼒⼒確確保保  
((農農業業分分野野のの外外国国⼈⼈材材のの総総数数はは前前年年にに⽐⽐べべ増増加加))  

農村における⾼齢化・⼈⼝減少が進⾏する中、外国⼈材を含め⽣産現場における労働⼒
の確保が重要となっています。 

令和6(2024)年における農業分野の外国⼈材の総数は、特定技能制度の活⽤が進んだこ
とにより、前年に⽐べ7千⼈増加し5万8千⼈となっています(図図表表22--66--88)。 

 

 
 

図表2-6-8 農業分野における外国⼈材の受⼊状況 

資料：厚⽣労働省「「外国⼈雇⽤状況」の届出状況」を基に農林⽔産省作成 
注：1) 各年10⽉末時点の数値 

2) 令和元(2019)年以降の数値には、「特定技能在留外国⼈」の⼈数も含まれる。 
3) 「外国⼈雇⽤状況」の届出は、雇⼊れ・離職時に義務付けており、「技能実習」から「特定技能」へ移⾏する場合等、離職を伴わ

ない場合は届出義務がないため、他の調査と⼀致した数値とはならない。 
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((11)) 農農繁繁期期のの⼈⼈⼿⼿不不⾜⾜解解消消がが課課題題  
⼭形県天童市

て ん ど う し
では、おうとうの栽培が盛んですが、収穫やパック詰

め等の作業が短期に集中することから、農繁期の労働⼒不⾜が課題と
なっています。このため、同市では、おうとうの収穫や出荷作業等へ
の市職員の副業の許可、他の地⽅公共団体等との協⼒による援農ボラ
ンティアバスツアーの実施等により、農繁期の労働⼒確保に取り組ん
できました。 

 
((22)) 企企業業でで働働くく⼈⼈がが農農作作業業にに参参加加すするる企企業業連連携携ププロロググララムムをを開開催催しし

てて、、農農繁繁期期のの⼈⼈⼿⼿不不⾜⾜解解消消をを推推進進  
同市では、更なる⼈⼿不⾜の解消に向けて、⺠間企業従業員の副業

等による⼈材確保にも取り組んでおり、令和6(2024)年度には、東⽇本
ひがしにほん

旅客
りょかく

鉄道
てつどう

株式会社、東⽇本
ひがしにほん

電信
でんしん

電話
で ん わ

株式会社、⽇本
にっぽん

郵便
ゆうびん

株式会社と連
携して、企業で働く⼈の副業・ボランティアによる農作業⽀援を促進
する企業連携プログラムを開催しました。 

同プログラムは、1⽇単位で農業に従事したい⼈と農業者をマッチ
ングするスマートフォンアプリを活⽤した⺠間企業従業員によるお
うとう収穫等の農作業と異業種間での合同ディスカッションで構成
されており、農繁期の労働⼒確保を図るとともに、プログラムの参加
者が農業に関⼼を持ち、同アプリを活⽤するきっかけとなることも期
待されています。 

企企業業連連携携ププロロググララムムにによよるる  
おおううととうう収収穫穫作作業業のの様様⼦⼦  

資料：東⽇本旅客鉄道株式会社 

((事事例例))  企企業業ととのの連連携携にによよっってて農農繁繁期期のの⼈⼈⼿⼿不不⾜⾜をを解解消消((⼭⼭形形県県))  

 

 

農林⽔産省では、雇⽤⼈材の確保・育成を推進するとともに、農業の労働環境改善を図
るため、産地の農業経営体と地⽅公共団体等で構成される地域協議会等による、昇給制度
の導⼊や作業⼯程の⾒直し等による従業員の働きやすさを⾼める取組を⽀援しています。 

 

 
 

((他他産産地地・・他他産産業業ととのの連連携携等等にによよるる労労働働⼒⼒確確保保をを推推進進))  
農業の現場では、品⽬や産地に応じて、年間を通じた繁閑期が異なっており、繁忙期に

おける労働⼒の確保が課題となっています。 
農林⽔産省では、農業者と求職者をマッチングする労働⼒募集アプリの活⽤等による労

働⼒確保の取組を⽀援しています。 
また、繁閑期の異なる複数産地で労働者をリレー雇⽤する取組を⽀援し、他産地・他産

業との連携等による労働⼒確保を推進しています。 

((11)) 経経営営内内容容のの変変化化にに合合わわせせてて、、働働きき⽅⽅改改⾰⾰にに挑挑戦戦  
熊本県益城町

ま し き ま ち
の株式会社みっちゃん⼯房

こうぼう
は、もともと家族経営により、すいかやにらを栽培してい

ました。平成13(2001)年に⼥性でも作業しやすいベビーリーフの栽培を開始し、経営規模を拡⼤する
中で、多くの⼦育て世代の従業員を雇⽤するようになりました。このような中、出産時に退職する従
業員が出始めたことを契機として、⽣活やライフステージが変化しても、復帰できる体制が必要と考
え、働き⽅改⾰に取り組んできました。 

 

((22)) 安安⼼⼼ししてて働働けけるる環環境境づづくくりりとと従従業業員員ととのの信信頼頼関関係係構構築築にに取取組組  
同社では、従業員が安⼼して働くことができるようにするために、全従業員の希望に沿った勤務シ

フトやパート従業員も活⽤できる育児休業制度、退職⾦共済への加⼊、⼦の看護、介護休業等を導⼊
しました。 

また、従業員との信頼関係を築くため、毎年の決算報告会や定期的な⾯談を⾏うことで、従業員へ
の情報開⽰と対話を⾏う場を設け、売上げに対して経費が削減できていた場合には賃上げを実施する
こととしました。 

このような取組の結果、離職者が減少し、職員の定着が図られたほか、県内外から正社員の求⼈へ
の応募も増加しています。また、従業員のコスト意識の醸成とモチベーションの向上等により、従業
員の労働時間縮減と売上げの増加の両⽅の実現に成功しました。 

  

((33)) 従従業業員員ととのの対対話話にによよりり誰誰ももがが安安⼼⼼ししてて働働けけるる環環境境づづくくりりをを推推進進  
同社では、新⼊社員や外国⼈従業員に対する研修等を通じスキルアップにも取り組んでおり、今後

も、性別や国籍に関係なく、それぞれのライフステージに合わせて従業員とのきめ細やかな対話を続
けながら、誰もが働きやすい環境づくりを進めていくこととしています。 

 

従従業業員員へへのの決決算算報報告告会会のの様様⼦⼦  
資料：株式会社みっちゃん⼯房 

((事事例例))  多多様様なな⼈⼈材材をを呼呼びび込込みみ誰誰ももがが安安⼼⼼ししてて働働けけるる環環境境づづくくりりをを推推進進((熊熊本本県県))  

⼯⼯場場をを訪訪れれるる育育児児休休業業中中のの従従業業員員  
資料：株式会社みっちゃん⼯房 
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((44))  外外国国⼈⼈材材のの労労働働⼒⼒確確保保  
((農農業業分分野野のの外外国国⼈⼈材材のの総総数数はは前前年年にに⽐⽐べべ増増加加))  

農村における⾼齢化・⼈⼝減少が進⾏する中、外国⼈材を含め⽣産現場における労働⼒
の確保が重要となっています。 

令和6(2024)年における農業分野の外国⼈材の総数は、特定技能制度の活⽤が進んだこ
とにより、前年に⽐べ7千⼈増加し5万8千⼈となっています(図図表表22--66--88)。 

 

 
 

図表2-6-8 農業分野における外国⼈材の受⼊状況 

資料：厚⽣労働省「「外国⼈雇⽤状況」の届出状況」を基に農林⽔産省作成 
注：1) 各年10⽉末時点の数値 

2) 令和元(2019)年以降の数値には、「特定技能在留外国⼈」の⼈数も含まれる。 
3) 「外国⼈雇⽤状況」の届出は、雇⼊れ・離職時に義務付けており、「技能実習」から「特定技能」へ移⾏する場合等、離職を伴わ

ない場合は届出義務がないため、他の調査と⼀致した数値とはならない。 
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め等の作業が短期に集中することから、農繁期の労働⼒不⾜が課題と
なっています。このため、同市では、おうとうの収穫や出荷作業等へ
の市職員の副業の許可、他の地⽅公共団体等との協⼒による援農ボラ
ンティアバスツアーの実施等により、農繁期の労働⼒確保に取り組ん
できました。 
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する企業連携プログラムを開催しました。 

同プログラムは、1⽇単位で農業に従事したい⼈と農業者をマッチ
ングするスマートフォンアプリを活⽤した⺠間企業従業員によるお
うとう収穫等の農作業と異業種間での合同ディスカッションで構成
されており、農繁期の労働⼒確保を図るとともに、プログラムの参加
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資料：東⽇本旅客鉄道株式会社 

((事事例例))  企企業業ととのの連連携携にによよっってて農農繁繁期期のの⼈⼈⼿⼿不不⾜⾜をを解解消消((⼭⼭形形県県))  

 

 

農林⽔産省では、雇⽤⼈材の確保・育成を推進するとともに、農業の労働環境改善を図
るため、産地の農業経営体と地⽅公共団体等で構成される地域協議会等による、昇給制度
の導⼊や作業⼯程の⾒直し等による従業員の働きやすさを⾼める取組を⽀援しています。 

 

 
 

((他他産産地地・・他他産産業業ととのの連連携携等等にによよるる労労働働⼒⼒確確保保をを推推進進))  
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また、繁閑期の異なる複数産地で労働者をリレー雇⽤する取組を⽀援し、他産地・他産

業との連携等による労働⼒確保を推進しています。 
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こうぼう
は、もともと家族経営により、すいかやにらを栽培してい

ました。平成13(2001)年に⼥性でも作業しやすいベビーリーフの栽培を開始し、経営規模を拡⼤する
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((22)) 安安⼼⼼ししてて働働けけるる環環境境づづくくりりとと従従業業員員ととのの信信頼頼関関係係構構築築にに取取組組  
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((33)) 従従業業員員ととのの対対話話にによよりり誰誰ももがが安安⼼⼼ししてて働働けけるる環環境境づづくくりりをを推推進進  
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従従業業員員へへのの決決算算報報告告会会のの様様⼦⼦  
資料：株式会社みっちゃん⼯房 

((事事例例))  多多様様なな⼈⼈材材をを呼呼びび込込みみ誰誰ももがが安安⼼⼼ししてて働働けけるる環環境境づづくくりりをを推推進進((熊熊本本県県))  

⼯⼯場場をを訪訪れれるる育育児児休休業業中中のの従従業業員員  
資料：株式会社みっちゃん⼯房 
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や運⽤の体制の⾒直し及び農業出融資の拡⼤が提⾔されました。 
 

 
 

図表2-6-9 農業向けの新規貸付額 

資料：⽇本銀⾏「貸出先別貸出⾦」、農林中央⾦庫「ディスクロージャー誌 本編 統合報告書 2024年度版」、株式会社⽇本政策⾦融公庫資
料を基に農林⽔産省作成 

注：1) ⼀般⾦融機関(設備資⾦)は国内銀⾏(3勘定合算)と信⽤⾦庫の農業・林業向けの新規設備資⾦の合計 
2) 農協系統⾦融機関は、新規貸付額のうち⻑期の貸付けのみを計上したもの 
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このうち特定技能制度は、⼈⼿不⾜が続いている中で、外国⼈材の受⼊れのために平成
31(2019)年に運⽤が開始された制度で、農業を含む16分野(介護、ビルクリーニング、⼯
業製品製造業、建設、造船・舶⽤⼯業、⾃動⾞整備、航空、宿泊、⾃動⾞運送業、鉄道、
農業、漁業、飲⾷料品製造業、外⾷業、林業、⽊材産業)において、「特定技能」の在留資
格で⼀定の専⾨性・技能を有し即戦⼒となる外国⼈を受け⼊れています。「特定技能」には
在留期間に通算5年の上限がある「特定技能1号」と在留期間の更新に制限のない「特定技
能2号」があり、いずれにおいても農業分野は対象となっています。 

令和7(2025)年3⽉に法務省が公表した資料によると、令和6(2024)年12⽉末時点での農
業分野における特定技能在留外国⼈数は、前年同⽉末に⽐べ5,470⼈増加し、29,331⼈とな
りました。 

農林⽔産省では、農業分野における外国⼈材の確保と適正かつ円滑な受⼊れに向けて、
外国⼈材の知識・技能を確認する試験の実施や働きやすい環境の整備等を⽀援しています。 

 
((⼈⼈材材のの育育成成とと確確保保をを⽬⽬的的ととすするる育育成成就就労労制制度度がが創創設設))  

令和6(2024)年6⽉に、「出⼊国管理及び難⺠認定法及び外国⼈の技能実習の適正な実施
及び技能実習⽣の保護に関する法律の⼀部を改正する法律」が公布され、技能移転による
国際貢献を⽬的とする技能実習制度を発展的に解消し、我が国の⼈⼿不⾜分野における⼈
材の育成と確保を⽬的とする育成就労制度が創設されました。 

育成就労制度では、我が国での3年間の就労を通じて特定技能1号⽔準の技能を有する⼈
材を育成するとともに、当該分野における⼈材を確保することを⽬的としており、育成就
労外国⼈の本⼈意向による転籍を⼀定要件の下で認めること等により、労働者としての権
利保護を適切に図ることとしています。 

令和6(2024)年12⽉には、「外国⼈材の受⼊れ・共⽣に関する関係閣僚会議」の下、「特
定技能制度及び育成就労制度の基本⽅針及び分野別運⽤⽅針に関する有識者会議」を設置
し、令和7(2025)年3⽉に、「特定技能の在留資格に係る制度の運⽤に関する基本⽅針及び
育成就労の適正な実施及び育成就労外国⼈の保護に関する基本⽅針について」が閣議決定
しました。農林⽔産省は、引き続き、主務省庁である法務省及び厚⽣労働省等の関係省庁
と連携し、令和9(2027)年度第1四半期の運⽤開始に向けて、必要な準備を進めています。 

 
((55))  農農業業⾦⾦融融  
((農農業業向向けけのの新新規規貸貸付付額額はは、、55年年前前とと⽐⽐較較ししてて減減少少))  

農業向けの融資においては、農協系統⾦融機関(信⽤事業を⾏う農協及び信⽤農業協同組
合連合会並びに農林中央⾦庫(以下「農林中⾦」という。))、地⽅銀⾏等の⼀般⾦融機関が
短期の運転資⾦や中期の設備資⾦を中⼼に、公庫がこれらを補完する形で⻑期・⼤型の設
備資⾦を中⼼に、農業者への資⾦供給の役割を担っています。農業向けの新規貸付額につ
いては、平成30(2018)年度と令和5(2023)年度を⼆時点で⽐較すると、農協系統⾦融機関、
⼀般⾦融機関、公庫ともに減少しています(図図表表22--66--99)。 

農林⽔産省では、物価⾼騰等の影響を受けた農業者等が円滑な資⾦の融通を受けられる
よう、⾦融⽀援対策を講じています。 

また、令和6(2024)年9⽉には「農林中⾦の投融資・資産運⽤に関する有識者検証会」を
⽴ち上げ、検証・分析を⾏いました。同検証会では、令和7(2025)年1⽉に報告書を取りま
とめ、農林⽔産省及び農林中⾦に対し、農林中央⾦庫法等の改正を含め、農林中⾦の組織

168

経営意欲のある農業者による創意工夫を生かした農業経営の展開第6節

農村白書2025_1-2.indd   168農村白書2025_1-2.indd   168 2025/05/14   16:41:332025/05/14   16:41:33



 

 

や運⽤の体制の⾒直し及び農業出融資の拡⼤が提⾔されました。 
 

 
 

図表2-6-9 農業向けの新規貸付額 

資料：⽇本銀⾏「貸出先別貸出⾦」、農林中央⾦庫「ディスクロージャー誌 本編 統合報告書 2024年度版」、株式会社⽇本政策⾦融公庫資
料を基に農林⽔産省作成 

注：1) ⼀般⾦融機関(設備資⾦)は国内銀⾏(3勘定合算)と信⽤⾦庫の農業・林業向けの新規設備資⾦の合計 
2) 農協系統⾦融機関は、新規貸付額のうち⻑期の貸付けのみを計上したもの 

(農協系統⾦融機関) (⼀般⾦融機関(設備資⾦)) (公庫) 

1,007 749

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

平成30年度
(2018)

令和5
(2023)

億円

4,108 4,017

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

平成30年度
(2018)

令和5
(2023)

億円

4,226
3,801

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

平成30年度
(2018)

令和5
(2023)

億円

 

 

このうち特定技能制度は、⼈⼿不⾜が続いている中で、外国⼈材の受⼊れのために平成
31(2019)年に運⽤が開始された制度で、農業を含む16分野(介護、ビルクリーニング、⼯
業製品製造業、建設、造船・舶⽤⼯業、⾃動⾞整備、航空、宿泊、⾃動⾞運送業、鉄道、
農業、漁業、飲⾷料品製造業、外⾷業、林業、⽊材産業)において、「特定技能」の在留資
格で⼀定の専⾨性・技能を有し即戦⼒となる外国⼈を受け⼊れています。「特定技能」には
在留期間に通算5年の上限がある「特定技能1号」と在留期間の更新に制限のない「特定技
能2号」があり、いずれにおいても農業分野は対象となっています。 

令和7(2025)年3⽉に法務省が公表した資料によると、令和6(2024)年12⽉末時点での農
業分野における特定技能在留外国⼈数は、前年同⽉末に⽐べ5,470⼈増加し、29,331⼈とな
りました。 

農林⽔産省では、農業分野における外国⼈材の確保と適正かつ円滑な受⼊れに向けて、
外国⼈材の知識・技能を確認する試験の実施や働きやすい環境の整備等を⽀援しています。 

 
((⼈⼈材材のの育育成成とと確確保保をを⽬⽬的的ととすするる育育成成就就労労制制度度がが創創設設))  

令和6(2024)年6⽉に、「出⼊国管理及び難⺠認定法及び外国⼈の技能実習の適正な実施
及び技能実習⽣の保護に関する法律の⼀部を改正する法律」が公布され、技能移転による
国際貢献を⽬的とする技能実習制度を発展的に解消し、我が国の⼈⼿不⾜分野における⼈
材の育成と確保を⽬的とする育成就労制度が創設されました。 

育成就労制度では、我が国での3年間の就労を通じて特定技能1号⽔準の技能を有する⼈
材を育成するとともに、当該分野における⼈材を確保することを⽬的としており、育成就
労外国⼈の本⼈意向による転籍を⼀定要件の下で認めること等により、労働者としての権
利保護を適切に図ることとしています。 

令和6(2024)年12⽉には、「外国⼈材の受⼊れ・共⽣に関する関係閣僚会議」の下、「特
定技能制度及び育成就労制度の基本⽅針及び分野別運⽤⽅針に関する有識者会議」を設置
し、令和7(2025)年3⽉に、「特定技能の在留資格に係る制度の運⽤に関する基本⽅針及び
育成就労の適正な実施及び育成就労外国⼈の保護に関する基本⽅針について」が閣議決定
しました。農林⽔産省は、引き続き、主務省庁である法務省及び厚⽣労働省等の関係省庁
と連携し、令和9(2027)年度第1四半期の運⽤開始に向けて、必要な準備を進めています。 

 
((55))  農農業業⾦⾦融融  
((農農業業向向けけのの新新規規貸貸付付額額はは、、55年年前前とと⽐⽐較較ししてて減減少少))  

農業向けの融資においては、農協系統⾦融機関(信⽤事業を⾏う農協及び信⽤農業協同組
合連合会並びに農林中央⾦庫(以下「農林中⾦」という。))、地⽅銀⾏等の⼀般⾦融機関が
短期の運転資⾦や中期の設備資⾦を中⼼に、公庫がこれらを補完する形で⻑期・⼤型の設
備資⾦を中⼼に、農業者への資⾦供給の役割を担っています。農業向けの新規貸付額につ
いては、平成30(2018)年度と令和5(2023)年度を⼆時点で⽐較すると、農協系統⾦融機関、
⼀般⾦融機関、公庫ともに減少しています(図図表表22--66--99)。 

農林⽔産省では、物価⾼騰等の影響を受けた農業者等が円滑な資⾦の融通を受けられる
よう、⾦融⽀援対策を講じています。 

また、令和6(2024)年9⽉には「農林中⾦の投融資・資産運⽤に関する有識者検証会」を
⽴ち上げ、検証・分析を⾏いました。同検証会では、令和7(2025)年1⽉に報告書を取りま
とめ、農林⽔産省及び農林中⾦に対し、農林中央⾦庫法等の改正を含め、農林中⾦の組織

169

第
2
章

農村白書2025_1-2.indd   169農村白書2025_1-2.indd   169 2025/05/14   16:41:332025/05/14   16:41:33




